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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

   

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第50期 

第３四半期連結 
累計期間 

第51期 
第３四半期連結 

累計期間 
第50期 

会計期間 
自平成24年４月１日 
至平成24年12月31日 

自平成25年４月１日 
至平成25年12月31日 

自平成24年４月１日 
至平成25年３月31日 

売上高（百万円）  105,787  113,893  143,461

経常利益（百万円）  6,312  12,191  10,539

四半期（当期）純利益（百万円）  3,080  9,215  7,155

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 5,923  25,589  17,665

純資産額（百万円）  165,047  199,504  176,784

総資産額（百万円）  219,338  258,027  228,657

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 23.49  70.28  54.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  73.8  76.0  75.9

回次 
第50期 

第３四半期連結 
会計期間 

第51期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自平成24年10月１日 
至平成24年12月31日 

自平成25年10月１日 
至平成25年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 13.55  30.94

２【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生及び前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 
  

（１）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、中国の景気拡大は緩やかながらも安定しつつあり、欧州経済は回

復の兆しが見られました。また、米国経済も金融政策や財政問題を抱えながらも回復傾向が続きました。国内経済

は、政府が打ち出す政策などを背景に、個人消費や生産などが持ち直し、緩やかな回復が見られました。 

このような経済環境のもと、当社グループといたしましては、引き続き、将来に向けた新技術・新製品の研究開発

に積極的な投資を行なう一方、生産性の向上や製造コストの低減、経費の圧縮、海外展開強化に向けた生産・販売体

制の整備・拡充、適地生産の促進等、全グループを挙げて業績の向上に注力してまいりました。 

その結果、当第３四半期連結累計期間の業績といたしましては、売上高で前年同期比7.7％増の1,138億９千３百万

円、営業利益で前年同期比56.7％増の84億７千９百万円、経常利益で前年同期比93.2％増の121億９千１百万円、四

半期純利益で前年同期比199.2％増の92億１千５百万円となりました。 
  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

（光源事業） 

光源事業におきましては、デジタルシネマプロジェクタの普及に伴い、シネマプロジェクタ用クセノンランプの販

売が引き続き拡大し、好調に推移いたしました。また、スマートフォンやタブレット端末の需要拡大は持続してお

り、液晶・半導体関連メーカの設備稼働率も高水準を維持していることから、露光用ＵＶランプのリプレイス需要は

堅調に推移いたしました。ハロゲンランプにつきましても、ＯＡ関連を中心に堅調に推移いたしました。なお、引き

続き各種ランプの長寿命化、高輝度・高効率化等、製品開発を推進し、特に、固体光源（ＬＥＤ・ＬＤ）製品の研究

開発を積極的に進めております。 

その結果、売上高は前年同期比17.8％増の470億７千２百万円、セグメント利益は前年同期比31.3％増の55億８千

４百万円を計上いたしました。 
  

（装置事業） 

装置事業におきましては、映像装置分野は堅調に推移いたしました。デジタルシネマプロジェクタは、先進国での

普及率が高まり、販売の中心が新興国へ移行しつつあります。新興国をターゲットとした小型機を市場に投入し、新

興国での販売が拡大したことにより、販売台数は前年同期並みで推移し、売上高はほぼ横ばいとなりました。一方、

一般映像分野については、着実に受注を獲得し、順調に推移いたしました。光学装置分野は、好調なスマートフォン

やタブレット端末関連メーカを中心に、半導体や液晶市場における設備投資は回復傾向にあります。その中で、光配

向装置など一部の液晶関連装置販売が拡大したものの、パソコンの需要低迷や、一部で売上の計上が期末に集中する

ことから液晶・半導体、ＬＥＤ関連、その他電子部品関連の各種装置販売は低調に終わりました。また、ＥＵＶ事業

を日本へ集約し事業継続することから、ＥＵＶ事業への開発投資は減少する一方、今後の業績向上につながる新技

術・新製品の研究開発投資を引き続き積極的に進めました。 

その結果、売上高は前年同期比2.8％増の654億２千６百万円、セグメント利益は前年同期比219.5％増の27億３千

万円を計上いたしました。 
  

（その他事業） 

その他事業におきましては、好調なスマートフォンやタブレット端末関連メーカ向けに金型監視装置の販売が拡大

いたしましたが、前年同期に販売が拡大した成形機や包装機械の販売実績を上回るまでには至らず、不調に推移いた

しました。 

その結果、売上高は前年同期比21.9％減の19億１千１百万円、セグメント利益は前年同期比28.1％減の６千２百万

円を計上いたしました。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（２）財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、2,580億２千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ293億６千

９百万円増加いたしました。主な増加要因は、売掛金等の回収による「現金及び預金」の増加、商量増加による「仕

掛品」の増加、保有投資有価証券の含み益の増加による「投資有価証券」の増加であります。 

当第３四半期連結会計期間末における負債は、585億２千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ66億４千９百

万円増加いたしました。主な増加要因は、保有投資有価証券の含み益の税金部分の増加による「繰延税金負債」の増

加であります。 

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、1,995億４百万円となり、前連結会計年度末に比べ227億１千９百

万円増加いたしました。主な増加要因は、保有投資有価証券の含み益の増加による「その他有価証券評価差額金」の

増加及び円安による「為替換算調整勘定」の増加であります。  

   

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（４）研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、62億４千９百万円であります。 

また、当第３四半期連結累計期間における主な成果は、次のとおりであります。 

  

（光源事業） 

・LEDを採用したダウンライトの開発 

子会社であるBLV Licht-und Vakuumtechnik GmbHは、光源にLEDを採用し、2,000ルーメンを超える光量と高い演色

性、コンパクトな形状を実現したダウンライト「LEDTRION」を開発いたしました。新規に開発した専用の口金

「QuickChange™ G46d」によって放熱を確保し、60,000時間の長寿命を達成いたしました。また、配光角は、12度、

25度、40度、120度の４種類をラインナップしております。大手自動車メーカのショールーム向けにすでに出荷を開

始しておりますが、今後は店舗やショールームのほか、ホテルや病院、博物館や美術館等への展開を進めてまいりま

す。 

  

（装置事業） 

①イムノクロマト法を採用した血液検査装置の開発 

当社は、毛細管現象を応用した免疫測定法であるイムノクロマト法を採用した卓上タイプの血液分析装置「ポイン

トリーダー®」を開発し、専用の血清フェリチン試薬である「ポイントストリップ® フェリチン」シリーズとあわせ

て国内販売を開始いたしました。イムノクロマト法による血清フェリチンの定量分析が可能な装置及び試薬の製品化

は日本初となり、従来は高額かつ大型の装置を保有している特定の施設・機関でしか行なえなかった血清フェリチン

の定量分析が、診療所や医院などの臨床現場でも正確かつ簡便・迅速に行なえるようになり、検査における患者及び

医療従事者の負担を軽減することを可能にしました。 

  

②プリント基板向けダイレクト・イメージング装置の開発 

当社は、コンピュータ及びネットワーク機器の次世代パッケージ基板であるFC-BGA製造用の超微細・高速ダイレク

ト・イメージング（DI）装置「UDI-8001P」を開発いたしました。現在、FC-CSPをはじめとしたパッケージ基板の製

造に使用されているDI装置は、解像力10～15 µm L/S、重ね合わせ精度±10 µm、アライメント点数が10点前後である

のに対し、「UDI-8001P」は解像力５µm L/S、重ね合わせ精度±５µm、アライメント点数が600点でありながら、従来

機より速い、スループット35秒/枚を実現しました。これにより、FC-CSPはもちろん、従来のDI装置では実現できな

かった高精度なデザインルールのFC-BGAプロセスをも可能にしました。 

  

③4K解像度 120Hz対応 3-chip DLP® 3Dアクティブステレオ対応プロジェクタの開発 

子会社であるCHRISTIE DIGITAL SYSTEMS CANADA INC.は、世界で初めて、4K解像度をもつプロジェクタでありなが

ら、１秒間に120枚の映像を描き出す、フレームレート120Hzに対応する3-chip DLP® 3Dアクティブステレオ対応プロ

ジェクタ「Christie Mirage 4K35 / 4K25」を開発いたしました。「Christie Mirage」シリーズは、シミュレーショ

ンシステム、バーチャルリアリティに適した立体視対応の高輝度プロジェクタとして、自動車等の製造業、建築・イ

ンテリア等のシミュレーションや大学の都市環境研究室からエンタテインメント施設まで、様々な分野で活躍してお

りますが、「Christie Mirage 4K35 / 4K25」は、クリスティの高速画像処理技術「Christie TrueLife®」を用い

て、動きの激しい動画やスピード感のある動画をより滑らかに、よりリアルに表現することを可能にしました。この

「世界最速」の映像表示技術によって、主に設計・製造、デザイン、解析、各種シミュレーション等の分野の躍進を

後押しいたします。  
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④LEDフォロースポットライトの開発 

子会社であるウシオライティング株式会社は、ステージ上の特定人物・ポイントを狙って照射する演出照明用機器

LEDフォロースポットライト「Xebex® ULP-150」を開発いたしました。フォロースポットライトは使用場所や投光距

離等にあわせて使用する光源がクセノンランプ、メタルハライドランプ、ハロゲンランプと使い分けられております

が、「Xebex® ULP-150」は第４の光源としてLEDを採用しており結婚式場や学校の体育館での使用を想定しておりま

す。近年の省エネ、環境負荷低減といった流れは演出照明用機器でも加速しておりますが、高品質な光をLEDで実現

することは困難でした。今回、「Xebex® ULP-150」では、160Ｗの白色LED光源を採用し、一般的な150Ｗのメタルハ

ライドフォロースポットライト相当の出力を達成、色温度も5000Ｋとしたことで舞台の色彩、人物の顔色、衣装など

を自然のままに再現、被照射物を鮮やかに際立たせることを可能にしました。 

  

⑤岐阜大学、アクトリーと共同で 世界初、常温かつ無触媒でNOｘを分解できる技術を開発 

当社は、国立大学法人岐阜大学及び株式会社アクトリーと共同で、世界で初めて、排ガスに含まれる大気汚染物質

のNOｘ(窒素酸化物)をVUV(真空紫外線)を利用し、常温かつ無触媒で脱硝できる「VUV直接脱硝」技術を開発いたしま

した。脱硝とは、船舶等のディーゼルエンジン、火力発電所、ゴミ焼却場などの排出ガスに含まれる大気汚染物質で

あるNOｘを無害な窒素や水蒸気に分解する技術ですが、従来の技術では、消耗品となる触媒が高コストであるうえ、

特定の温度域以外では性能を発揮しないという問題がありました。また、触媒を使わず、アンモニアを高温で分解

し、NOｘを還元する方法も開発されていますが、1000℃程度の高温で起きる反応であるため、ガスを再燃焼させる機

構とエネルギーが必要となります。これに対し、当社、岐阜大学及びアクトリーは、NOｘ、アンモニア、酸素が共存

する排気ガスに直接VUVを照射することで、世界で初めて、触媒が不要で、かつ温度にも依存せず、常温でも脱硝可

能な技術を開発いたしました。 

  

⑥世界初、紫外線でインプラントの接合能力向上と治療期間短縮を実現する紫外線照射装置を開発 

当社は、歯科のインプラント治療で使用されるチタン製人工歯根の表面を紫外線照射により活性化することで、イ

ンプラントと骨との接合能力を約３倍以上改善させると共に、治癒期間を約半分に短縮できる、世界初のインプラン

ト用紫外線照射装置「TheraBeam® SuperOsseo」を開発、欧州で販売を開始いたしました。歯科インプラント治療と

は、あごの骨にチタン製の人工歯根（インプラント）を埋め込み、骨細胞とチタンを結合させることで歯を復元する

施術ですが、時間経過に応じた自然現象としてインプラント表面に炭素化合物が付着することで劣化し徐々に親水性

を失います。また、一方で、インプラント表面に付着した炭素化合物は特定の紫外線を照射することで除去され、親

水性が改善、骨細胞との結合能力が向上できることが考案されておりましたが、当社は、半導体やMEMSなどの製造プ

ロセス向け紫外線照射装置の開発ノウハウを活用し、独自のUV光源を搭載したインプラント用紫外線照射装置を開

発、製品化することに成功いたしました。 

  

⑦LED光の平行光変換効率90％を達成 

当社は、LEDから出た光を高効率で平行光に変換する光学技術（LEDコリメーション技術）の開発に成功し、業界最

高の平行光変換効率90％を実現いたしました。リソグラフィプロセスなどにおいては、光強度の高い平行光を必要と

するためUV-LED光源の採用が進んでおりません。平行光の光強度を高めるには、光源の輝点サイズ（発光点）を最小

化する必要がありますが、LEDは１個あたりの光出力がランプに比べて極めて低いため、ランプと同等の輝度を得る

ために複数のLEDを使用します。その結果、熱や配線上の問題から一定の密度以上での配列ができず、光源全体とし

ての輝点サイズの縮小化には限界がありました。この問題に対し当社は、40年以上に渡って培ってきたレンズやミラ

ーなどの光学技術をLEDに応用・最適化することで、従来並みのLED実装密度で業界最高の平行光変換効率90％を実現

するLEDコリメーション技術の開発に成功いたしました。これにより、プロセスの低温化、シャッターレスによる装

置の小型化、長寿命によるダウンタイムの削減化など、UV-LEDの特長を活かした多品種少量生産向けプロセス開発

や、新たな材料開発などへの応用展開も可能にしました。  
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

   

該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類  発行可能株式総数（株） 

 普通株式  300,000,000

計  300,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現在発
行数（株） 

（平成25年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成26年２月７日） 

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名 

内容 

普通株式  139,628,721  139,628,721
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数100株 

計  139,628,721  139,628,721 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成25年10月１日～

平成25年12月31日 
 －  139,628,721  －  19,556  －  28,248
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当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、 

記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており 

ます。 

  

①【発行済株式】 

   

②【自己株式等】 

 （注） 当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、8,505,391株であります。  

 該当事項はありません。 

  

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  8,503,900 － 単元株式数100株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  130,912,100  1,309,121 単元株式数100株 

単元未満株式 普通株式    212,721 － － 

発行済株式総数            139,628,721 － － 

総株主の議決権 －  1,309,121 － 

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ウシオ電機株式会社 
東京都千代田区大手

町二丁目６番１号 
8,503,900 －  8,503,900 6.09

計 － 8,503,900 －  8,503,900 6.09

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 42,136 49,557

受取手形及び売掛金 34,565 34,160

有価証券 14,140 15,924

商品及び製品 21,757 23,467

仕掛品 5,817 8,255

原材料及び貯蔵品 10,405 11,259

繰延税金資産 5,042 5,579

その他 7,497 7,555

貸倒引当金 △717 △653

流動資産合計 140,646 155,106

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 37,546 39,291

減価償却累計額 △19,743 △21,181

建物及び構築物（純額） 17,802 18,110

機械装置及び運搬具 22,521 23,578

減価償却累計額 △18,775 △19,743

機械装置及び運搬具（純額） 3,745 3,834

土地 9,057 9,290

建設仮勘定 1,220 1,789

その他 20,492 23,539

減価償却累計額 △15,542 △17,276

その他（純額） 4,949 6,263

有形固定資産合計 36,776 39,287

無形固定資産 2,863 3,253

投資その他の資産   

投資有価証券 45,384 57,002

長期貸付金 26 15

繰延税金資産 636 1,015

その他 2,453 2,447

貸倒引当金 △129 △100

投資その他の資産合計 48,371 60,380

固定資産合計 88,011 102,921

資産合計 228,657 258,027
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 16,610 17,290

短期借入金 1,904 1,729

1年内返済予定の長期借入金 4,732 3,192

未払法人税等 1,927 2,353

繰延税金負債 146 73

賞与引当金 2,581 1,508

製品保証引当金 1,549 1,659

受注損失引当金 17 6

その他 8,481 12,063

流動負債合計 37,950 39,877

固定負債   

長期借入金 2,791 3,642

繰延税金負債 1,089 5,764

退職給付引当金 2,441 2,840

役員退職慰労引当金 253 504

資産除去債務 211 214

その他 7,136 5,678

固定負債合計 13,922 18,645

負債合計 51,873 58,523

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,556 19,556

資本剰余金 28,371 28,371

利益剰余金 126,912 133,243

自己株式 △12,231 △12,235

株主資本合計 162,609 168,935

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 14,666 23,089

繰延ヘッジ損益 △23 △2

為替換算調整勘定 △3,623 4,048

その他の包括利益累計額合計 11,019 27,134

少数株主持分 3,155 3,434

純資産合計 176,784 199,504

負債純資産合計 228,657 258,027
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

売上高 105,787 113,893

売上原価 70,631 73,312

売上総利益 35,155 40,580

販売費及び一般管理費 29,743 32,101

営業利益 5,411 8,479

営業外収益   

受取利息 269 431

受取配当金 814 896

為替差益 － 1,490

売買目的有価証券運用益 92 358

持分法による投資利益 2 －

投資有価証券売却益 6 166

その他 335 643

営業外収益合計 1,521 3,986

営業外費用   

支払利息 133 168

為替差損 68 －

持分法による投資損失 － 24

その他 418 80

営業外費用合計 620 274

経常利益 6,312 12,191

特別利益   

固定資産売却益 5 5

投資有価証券売却益 15 1,921

特別利益合計 20 1,926

特別損失   

固定資産除却損 65 64

固定資産売却損 14 0

減損損失 30 63

投資有価証券評価損 435 952

事業整理損 － 171

関係会社株式売却損 － 4

段階取得に係る差損 － 5

会員権評価損 － 2

会員権売却損 － 3

退職特別加算金等 － 39

その他 0 2

特別損失合計 546 1,308

税金等調整前四半期純利益 5,786 12,809

法人税、住民税及び事業税 2,486 4,280

法人税等調整額 306 △678

法人税等合計 2,793 3,601

少数株主損益調整前四半期純利益 2,992 9,207

少数株主損失（△） △87 △7

四半期純利益 3,080 9,215
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,992 9,207

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △382 8,422

繰延ヘッジ損益 － 20

為替換算調整勘定 3,312 7,930

持分法適用会社に対する持分相当額 － 8

その他の包括利益合計 2,930 16,381

四半期包括利益 5,923 25,589

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,883 25,329

少数株主に係る四半期包括利益 39 259
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 （有形固定資産の減価償却方法の変更）   

従来、当社及び国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却の方法について、主として定率法（ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法）を採用しておりましたが、第１四半期連結

会計期間より主として定額法に変更いたしました。 

当社グループは、毎期中期ビジョンの見直しを行なっておりますが、当社グループの属する液晶・半導体関連

市場及びデジタルシネマプロジェクタ市場等の事業環境に対応するため、新たな経営戦略のもと、平成25年３月

に中期ビジョン（平成26年３月期～平成28年３月期）を策定いたしました。 

当中期ビジョンの一環として、当社グループでは生産体制の再構築及び海外への生産移管を進めることによ

り、日本国内における生産量が平準化・安定化することを計画しており、その結果、有形固定資産が長期安定的

に稼働することが見込まれることから、減価償却方法を定額法に変更することといたしました。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ564

百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

  

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。  

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

配当金支払額 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

配当金支払額 

【注記事項】

（会計方針の変更）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

減価償却費 4,867百万円 3,642百万円 

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の 
総額 

（百万円）

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 2,884 22 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の 
総額 

（百万円）

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 2,884 22 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 

2014/02/10 16:03:4213965180_第３四半期報告書_20140210160237

- 12 -



Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業機械及びその他事

業等を含んでおります。 

   ２．調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。  

      

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業機械及びその他事

業等を含んでおります。 

   ２．調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。 

  ２．報告セグメントの変更等に関する事項 

   （有形固定資産の減価償却方法の変更） 

「会計方針の変更」に記載のとおり、従来、当社及び国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却の方

法について、主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は

定額法）を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より主として定額法に変更いたしました。 

これにより、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が、それぞれ「光源事業」で404百万円、

「装置事業」で142百万円、「その他」で17百万円増加しております。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)３   光源事業 装置事業 計 

売上高        

外部顧客への売上高  39,761  63,586  103,347  2,439  105,787  －  105,787

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 202  48  251  8  260  △260  －

計  39,964  63,635  103,599  2,448  106,048  △260  105,787

セグメント利益  4,254  854  5,108  86  5,195  216  5,411

  報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)３   光源事業 装置事業 計 

売上高        

外部顧客への売上高  46,603  65,390  111,993  1,899  113,893  －  113,893

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 469  35  505  12  517  △517  －

計  47,072  65,426  112,498  1,911  114,410  △517  113,893

セグメント利益  5,584  2,730  8,314  62  8,376  102  8,479

2014/02/10 16:03:4213965180_第３四半期報告書_20140210160237

- 13 -



 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   

該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

  １株当たり四半期純利益金額 円 銭 23 49 円 銭 70 28

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  3,080  9,215

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  3,080  9,215

普通株式の期中平均株式数（千株）  131,128  131,125

（重要な後発事象）

２【その他】

2014/02/10 16:03:4213965180_第３四半期報告書_20140210160237

- 14 -



 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているウシオ電機株式

会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ウシオ電機株式会社及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。  

  

利害関係  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成26年２月７日

ウシオ電機株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 池 上  玄  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 田 中 宏 和 印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 北 本 佳永子 印 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半 

    期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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